
社会福祉法人 植竹会

ゆたかデイサービスセンター指定通所介護事業運営規程

（事業の目的）

第１条 社会福祉法人植竹会が開設するゆたかデイサービスセンター（以下「センター」という。）

が行う指定通所介護の事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管

理運営に関する事項を定め、センターで指定通所介護の提供に当たる者（以下「従業者」とい

う。）が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護者等」という。）に対し、適

正な指定通所介護を提供することを目的とする。

（運営の方針）

第２条 センターの従業者は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立

した日常生活ができるよう、必要な日常生活の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を

図るものとする。

（事業所の名称等）

第３条 事業を行うセンターの名称及び所在地は、次のとおりとする。

 一 名 称 ゆたかデイサービスセンター

 二 所在地 伊勢崎市馬見塚町１１６３－１

（従業者の職種、員数及び職務内容）

第４条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。

 一 管理者 １名（常勤職員）

 管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

 二 従業者

生活相談員 ２名以上（常勤職員１名以上、非常勤職員１名以上）

生活相談員は、利用者及び家族からの相談に応じるとともに、関係機関との連絡

調整等を行う。

看護職員  ２名以上（非常勤職員２名以上）

看護職員は、各利用者の健康管理及び心身状態の把握を行う。

   介護職員  ９名以上（非常勤職員９名以上）

介護職員は、入浴介助等の日常生活上必要な介護を行う。

 機能訓練指導員 ２名以上（非常勤職員２名以上、看護職員と兼務）

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練

を行う

 三 事務職員 １名（兼務）

   事務職員は、必要な事務を行う。

（営業日及び営業時間）

第５条 センターの営業日及び営業時間等は、次のとおりとする。

 一 営業日 月曜日から土曜日までとする。ただし、１２月２９日から１月３日までを除く。

 二 営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分までとする。

 三 サービス提供時間 午前９時００分から午後５時００分までとする。



（利用定員）

第６条 利用定員は４０名とする。

（通所介護の内容）

第７条 指定通所介護の内容は次のとおりとする。

 一 生活指導（相談援助等）

 二 機能訓練（日常動作訓練）

 三 介護サービス

 四 介護方法の指導（家族介護者教室）

 五 健康状態の確認

 六 送迎

 七 給食サービス

 八 入浴サービス

 九 その他利用者に対する便宜の提供

（利用料等）

第８条 指定通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める介護報酬告示上の

額とし、当該指定通所介護が法定代理受領サービスであるときは、利用者負担割合の額に応じ

た額とする。

 尚、その内容として

・デイサービス基本利用料

・地域区分にかかる単位について（伊勢崎市） １単位 １０.14 円

※利用者負担割合が 2 割または 3 割の場合は、下記の自己負担額はその相当額です。

１日あたりの利用料金単位

３時間以上４時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ３７０単位 ３７５.18 円

要介護度２ ４２３単位 ４２８.922 円

要介護度３ ４７９単位 ４８５.706 円

要介護度４ ５３３単位 ５４０.462 円

要介護度５ ５８８単位 ５９６.232 円

１日あたりの利用料金単位

４時間以上５時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ３８８単位 ３９３.432 円

要介護度２ ４４４単位 ４５０.216 円

要介護度３ ５０２単位 ５０９.028 円

要介護度４ ５６０単位 ５６７.84 円

要介護度５ ６１７単位 ６２５.638 円

１日あたりの利用料金単位

５時間以上６時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ５７０単位 ５７７.98 円

要介護度２ ６７３単位 ６８２.422 円



要介護度３ ７７７単位 ７８７.878 円

要介護度４ ８８０単位 ８９２.32 円

要介護度５ ９８４単位   ９９７.776 円

１日あたりの利用料金単位

６時間以上７時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ５８４単位 ５９２.176 円

要介護度２ ６８９単位 ６９８.646 円

要介護度３ ７９６単位 ８０７.144 円

要介護度４ ９０１単位 ９１３.614 円

要介護度５ １，００８単位 １，０２２.112 円

１日あたりの利用料金単位

７時間以上８時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ６５８単位 ６６７.212 円

要介護度２ ７７７単位 ７８７.878 円

要介護度３ ９００単位 ９１２.6 円

要介護度４ １，０２３単位 １，０３７.322 円

要介護度５ １，１４８単位 １，１６４.072 円

１日あたりの利用料金単位

８時間以上９時間未満

介護保険適用時の

１日あたりの自己負担額

要介護度１ ６６９単位 ６７８.366円

要介護度２ ７９１単位 ８０２.074円

要介護度３ ９１５単位 ９２７.81 円

要介護度４ １，０４１単位 １，０５５.574 円

要介護度５ １，１６８単位 １，１８４.352 円

・入浴介護加算Ⅰ・Ⅱ  入浴１回あたり      ４０単位、５５単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額４０.56円、５５.77 円

・昼食代       １食あたり        ５５５円（うち、おやつ１０５円）

・口腔・栄養スクリーニング加算（６ヶ月に１回限度）

           １回あたり         ５単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は５.07円

・若年性認知症受入費 １日あたり        ６０単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は６０.84 円



・サービス提供体制費 １回あたり        ６単位、１８単位

              ただし、介護保険適用時の自己負担額は６.084 円、１８.252 円

・時間延長サービス  ９時間以上１０時間未満   ５０単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は５０.7 円

          １０時間以上１１時間未満  １００単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は１０１.4 円

          １１時間以上１２時間未満  １５０単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は１５２.1円
          １２時間以上１３時間未満  ２００単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は２０２.8円
          １３時間以上１４時間未満  ２５０単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は２５３.5円

・中重度者ケア体制加算 １日あたり       ４５単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は４５.63円

・科学的介護推進体制加算   １月あたり    ４０単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は４０.56円

・送迎を行わない場合  片道         △４７単位

            ただし、介護保険適用時の自己負担額は△４７.658円

・介護職員等処遇改善加算Ⅱイ     １月あたり 所定単位の１０．９％

・介護職員等処遇改善加算Ⅱロ     １月あたり 所定単位の１１．８％

・理容サービス   １回あたり       １，５００円

２ 次条に規定する通常の事業の実施地域を越えて行う指定通所介護に要した交通費は、次の額

とする。

 一 実施地域を越えた地点から、片道おおむね１０km 未満 ２００円

 二 実施地域を越えた地点から、片道おおむね１０km 以上２０km 未満 ４００円

 三 実施地域を越えた地点から、片道おおむね２０km 以上の場合は１０km 毎に２００円加算

３ 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護であって利用者の選定に係るものの提

供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係る居宅介護サービス費用

基準額又は居宅支援サービス費用基準額を超える費用

４ おむつ代

５ 前各号に掲げるもののほか、通所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活にお

いても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認めら

れる費用

６ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明した



上で、支払い同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。

（通常の事業の実施地域）

第９条 通常の事業の実施地域は、伊勢崎市とする。

（サービス利用に当たっての留意事項）

第１０条 利用者は、指定通所介護の提供を受ける際には、次の掲げる事項に留意しなければな

らない。

 一 健康状態に異常ある場合には、その旨申し出ること。

 二 センターの設備、備品等に損傷、損害など与えないこと。

 三 各部屋での使用の注意事項等に協力すること。

 四 第１２条で定める非常災害対策に可能な限り協力すること。

（緊急時における対応方法）

第１１条 従業者は、通所介護を実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じた場合

は、速やかに管理者及び主治医に報告しなければならない。

（非常災害対策）

第１２条 従業者は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努めるものとする。

２ 管理者は、防火管理者を選任する。

３ 防火管理者は、定期的に消防用設備、救出用設備等を点検するものとする。

４ 防火管理者は、非常災害に関する具体的計画を立てるものとし、センターはこの計画に基づ

き、毎年９月及び３月に避難及び救出その他必要な訓練を行う。

（身体拘束を行う際の取り決め）

第１３条 管理者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合に身体拘束等を行う際、契約者（家族等）に対して説明し、同意を得て、身体拘束等の理

由、経過記録を整備し、また拘束等が解除できるよう継続的に努めるものとする。

（虐待の防止）

第１４条 センターは、利用者の人権の擁護・虐待等の発生又はその再発の防止のため次の措置

を講ずるものとする。

（１） 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開

催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること

（２） 虐待の防止のための指針を整備すること

（３） 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること

（４） 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

（５） 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

２ センターは、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現

に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市

町村に通報するものとする。

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置）

第１５条 感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じる。

  一 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以

上開催するとともに、その結果について、従業員に周知徹底を図る。

  二 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。

  三 従業員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

る。

（ハラスメント対策の強化）

第１６条 事業所は、利用者又はその家族等からの言動のうち、社会通念上相当な範囲を超える



要求又は言動により、職員の就業環境を害するおそれのある行為（以下「カスタマーハラスメ

ント」という。）について、職員の安全及び尊厳を確保し、適切な介護サービスを継続的に提供

するため、組織として必要な対応を行うものとする。

 一 前項に定めるカスタマーハラスメントには、次に掲げる行為を含むものとする。

ただし、これらに限られるものではない。

（イ）暴言、威圧的な言動、人格を否定する発言

（ロ）業務の範囲を超える過度又は不当な要求

（ハ）合理性を欠く長時間の拘束や、執拗な要望・クレーム

（ニ）その他、職員の就業環境を著しく害する行為

 二 事業所は、職員が安心して相談できる相談体制を整備し、職員研修や対応マニュアルを整

備して、必要に応じて法人本部、関係機関等と連携しながら対応するものとする。

 三 事業所は、カスタマーハラスメントが発生した場合、複数名による対応、事実関係の記録、

管理者への報告等を行い、状況に応じて適切な対応を講ずるものとする。

 四 カスタマーハラスメントが継続し、又は著しく悪質であると認められる場合には、サービ

ス提供方法の見直しその他必要な措置について、利用者又はその家族等と協議を行うことがあ

る。

（業務継続計画の策定等）

第１７条 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護サービスの提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、次

に掲げる措置を講じる。

  一 従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施する。

  二 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う。

（その他運営に関する重要事項）

第１８条 センターは、従業者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、

また、業務体制を整備する。

 一 採用時研修 採用後３ヶ月以内

 二 継続研修  年２回

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。

３ 住所者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者

でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とす

る。

４ センターには、整備、備品、職員の会計に関する諸記録の整備を行う。また、指定通所介護

の提供に関する記録整備を完結の日から５ヵ年間保存しなければならない。

５ この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は法人とセンターの管理者との協議に基

づいて定めるものとする。

附 則

この規程は、令和８年６月１日から施行する。


